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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在せず、かつ第79期中間期、第81

期中間期及び第79期は１株当たり中間（当期）純損失であるため記載していない。  

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

売上高 (百万円) 79,082 76,712 78,702 188,874 180,340 

経常利益又は経常損失

（△） 
(百万円) △242 1,157 △139 3,895 5,002 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失

（△） 

(百万円) △12,929 371 △1,821 △15,605 1,603 

純資産額 (百万円) 45,015 42,528 41,326 41,448 43,516 

総資産額 (百万円) 152,616 163,205 146,082 166,964 148,170 

１株当たり純資産額 (円) 1,005.36 899.23 871.28 925.80 919.04 

１株当たり中間（当期）

純利益又は中間（当期）

純損失（△） 

(円) △288.68 8.29 △40.71 △348.49 35.83 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 29.5 24.7 26.7 24.8 27.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 20,338 9,585 13,778 8,018 △2,501 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △985 △1,655 △505 3,545 △1,795 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △3,155 △2,422 △4,430 △869 △5,375 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 29,588 29,594 23,463 24,086 14,541 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用数〕 
(人) 

2,584 

〔630〕

2,528 

〔605〕

2,524 

〔788〕

2,535 

〔600〕

  

2,477 

〔656〕

 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在せず、かつ第79期中間期、第81

期中間期及び第79期は１株当たり中間（当期）純損失であるため記載していない。 

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

売上高 (百万円) 47,587 47,104 41,232 119,174 104,309 

経常利益又は経常損失

（△） 
(百万円) △269 593 △941 1,730 2,370 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失

（△） 

(百万円) △775 192 △2,182 △11,485 257 

資本金 (百万円) 5,158 5,158 5,158 5,158 5,158 

発行済株式総数 (千株) 44,940 44,940 44,940 44,940 44,940 

純資産額 (百万円) 32,747 20,750 18,075 21,041 20,614 

総資産額 (百万円) 98,599 94,205 82,379 98,395 82,329 

１株当たり純資産額 (円) 731.16 463.48 403.82 469.86 460.46 

１株当たり中間（当期）

純利益又は中間（当期）

純損失（△） 

(円) △17.30 4.29 △48.75 △256.43 5.76 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － 9 9 

自己資本比率 (％) 33.2 22.0 21.9 21.4 25.0 

従業員数 (人) 1,202 1,211 1,131 1,191 1,154 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。 

   また、主要な関係会社における異動もない。  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 



４【従業員の状況】 

(1）事業の種類別セグメントにおける従業員数 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。 

        ２  「その他事業」において臨時従業員が前連結会計年度末に比較して著しく増加しているのは連結範囲の変更

の影響である。 

(2）提出会社の従業員の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  平成19年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 2,176 （502） 

不動産事業 34 （0） 

その他事業 298 （286） 

全社（共通） 16 （0） 

合計 2,524 （788） 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 1,131 



 以下、「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額を表示している。 

第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績が引き続き好調を維持したことに加え、雇用情勢の改善に

より個人消費も堅調に推移したことから、景気は緩やかな拡大基調を辿った。 

 建設業界におきましては、民間建設投資は景気の拡大基調を背景として増加傾向を持続したものの、公共建設投

資は、構造的な縮減傾向の継続や入札制度改革に伴う混迷度合の深まりから、引き続き厳しい受注環境となった。

 このような情勢のもと、当社グループは、市場ニーズの高度化・複雑化に対応するためのソリューション機能の

強化や、不動産開発等の投資型案件への積極的な取り組み、官公庁工事における総合評価方式への対応力強化、Ｆ

ＰＳ（＝フクダ・プロダクション・システム）による総コストの低減等を推進した結果、売上高は、前年同期比

2.6%増の787億円余となったものの、利益面では、工事採算性の悪化により、売上総利益は前年同期比13.5％減の

55億円余、営業損失は４百万円余（前年同期は営業利益12億円余）、経常損失は139百万円余（前年同期は経常利

益11億円余）となった。また、特別損失として、取引先への長期貸付金に対して10億円の貸倒引当金を設定したこ

となどから、18億円余の中間純損失（前年同期は中間純利益３億円余）となった。 

 なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

（建設事業） 

 売上高は内部売上高が減少し、前年同期比約10億円減の696億円余となり、採算面では工事利益率が低下した

ことから営業損失７億円余（前年同期は営業利益６億円余）となった。 

（不動産事業） 

 売上高は前年同期比約20百万円増の15億円余となり、営業利益は前年同期比約87百万円減の93百万円余となっ

た。 

（その他事業） 

 売上高は前年同期比約２億円増の91億円余となり、営業利益は前年同期比約18百万円増の７億円余となった。

(2）キャッシュ・フローの状況 

 売上債権の回収を進める一方、工事収支において収入超過となったため営業活動によるキャッシュ・フローが

137億円余の資金の増加（前中間連結会計期間は95億円余の資金の増加）となったが、資産売却を進めると同時

に、必要な有形固定資産を取得したことにより投資活動によるキャッシュ・フローは、５億円余の資金の減少（前

中間連結会計期間は16億円余の資金の減少）となった。 

 また、建設事業の必要資金を確保するとともに、一部を借入金等の返済に充当した結果、財務活動によるキャッ

シュ・フローは44億円余の資金の減少（前中間連結会計期間は24億円余の資金の減少）となり、有利子負債は、前

連結会計年度末に比べ実質40億円余の減少となった。 

 これにより「現金及び現金同等物の中間期末残高」は連結範囲の変更に伴う増加額78百万円余とあわせて、前連

結会計年度末に比べ89億円余増加し、234億円余（前中間連結会計期間末は295億円余）となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注） 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間（百万円） 前年同期比（％） 

建設事業 66,346 △6.6 

不動産事業 1,562 9.6 

その他事業 7,621 0.3 

合計 75,530 △5.7 

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間（百万円） 前年同期比（％） 

建設事業 69,668 2.9 

不動産事業 1,457 3.5 

その他事業 7,577 △0.3 

合計 78,702 2.6 



 なお、参考のため提出会社単独の状況は次のとおりである。 

受注高（契約高）及び施工高の状況 

(1）受注高、売上高、繰越高及び施工高 

 （注）１ 前期以前に受注したもので、契約の変更により契約金額の増減がある場合は、「期中受注高」にその増減額

を含む。また、前期以前に外貨建で受注したもので、期中の為替相場の変動により契約金額の増減がある場

合についても同様に処理している。 

２ 「期末繰越高」の「うち施工高」は、支出金により建設事業手持高の施工高を推定したものである。 

３ 「期中施工高」は、（期中建設事業売上高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。 

期別 種類別 
期首繰越高
（百万円） 

期中受注高
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中売上高
（百万円） 

期末繰越高 
期中施工高
（百万円） 手持高 

（百万円） 
うち施工高（百万円） 

前年同期 

(自平成18年 

１月１日 

至平成18年 

６月30日) 

建設事業           ％     

建築 43,145 30,344 73,489 31,920 41,569 10.9 4,533 32,350 

土木 36,590 16,156 52,747 14,746 38,001 20.0 7,599 16,958 

計 79,736 46,501 126,237 46,666 79,570 15.2 12,133 49,309 

不動産事業 35 501 536 438 98 － － － 

合計 79,771 47,002 126,774 47,104 79,669 － － － 

当上半期 

(自平成19年 

１月１日 

至平成19年 

６月30日) 

建設事業           ％     

建築 58,453 29,159 87,613 29,881 57,732 13.3 7,673 29,512 

土木 26,672 12,967 39,639 10,806 28,833 15.2 4,387 11,911 

計 85,126 42,126 127,253 40,687 86,566 13.9 12,060 41,423 

不動産事業 152 705 857 545 312 － － － 

合計 85,278 42,831 128,110 41,232 86,878 － － － 

前期 

(自平成18年 

１月１日 

至平成18年 

12月31日) 

建設事業           ％     

建築 43,145 79,654 122,799 64,345 58,453 13.8 8,041 68,284 

土木 36,590 27,309 63,900 37,227 26,672 12.3 3,281 35,122 

計 79,736 106,963 186,699 101,573 85,126 13.3 11,323 103,406 

不動産事業 35 2,852 2,888 2,735 152 － － － 

合計 79,771 109,816 189,588 104,309 85,278 － － － 



(2）売上高 

前年同期の完成工事のうち請負金額10億円以上の主なもの 

当上半期の完成工事のうち請負金額10億円以上の主なもの 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

前年同期 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

建設事業       

建築工事 1,529 30,391 31,920 

土木工事 11,550 3,195 14,746 

計 13,079 33,586 46,666 

不動産事業 － 438 438 

合計 13,079 34,024 47,104 

当上半期 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

建設事業       

建築工事 428 29,452 29,881 

土木工事 6,990 3,815 10,806 

計 7,419 33,267 40,687 

不動産事業 － 545 545 

合計 7,419 33,813 41,232 

大和システム㈱ 美濃メガモール新築工事 

㈲浦安温泉物語 浦安日帰り温泉新築工事  

㈲デュープレックス・フィ

フス 
代々木駅前計画新築工事 

ダイア建設㈱ ダイアパレス高田駅前新築工事 

独立行政法人 都市再生機

構 
川崎富士見一丁目第３住宅建築工事 

イオン㈱ イオン石巻西ショッピングセンター新築工事 

㈲デュープレックストゥエ

ンティシックスス 
六本木デュープレックス新築工事  

学校法人 法政大学 市ヶ谷複合施設（仮称）建設工事 

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路飯間（その２）工事 

日鉄パイプライン㈱ 白石・郡山間ガスパイプライン建設工事 



(3）手持高（平成19年６月30日） 

手持工事のうち請負金額15億円以上の主なもの 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

建設事業       

建築工事 2,250 55,481 57,732 

土木工事 21,145 7,688 28,833 

計 23,395 63,170 86,566 

不動産事業 － 312 312 

合計 23,395 63,482 86,878 

㈲デュープレックス・イレ

ブンス 
池袋デュープレックスタワー新築工事 平成19年７月完成予定 

イオン㈱  
イオン新潟南ショッピングセンター新築工

事  
平成19年10月完成予定  

長倉農住土地区画整理組合 
長倉農住土地区画整理事業施設築造並びに

宅地造成工事 
平成19年10月完成予定 

㈱ホテル泉慶  華鳳 別邸 越の里 増築工事  平成19年10月完成予定  

首都高速道路㈱ ＳＪ14工区(3)躯体構築工事 平成20年５月完成予定 



３【対処すべき課題】 

  当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 特記事項なし。 



５【研究開発活動】 

  当社グループの研究開発活動は、「価値創造」の経営理念のもと、生産性向上・品質向上・自然環境の保全に加

え、新たな分野への市場参入を目的とした新工法の実証実験等を中心に取り組んでいる。 

  また、現場に密着した研究開発ニーズと独創的なアイディアの発掘を目的として、広く社員から意見を募り研究開

発活動に反映させている。 

  なお、当中間連結会計期間は研究開発費として、54百万円を投入した。 

 当中間連結会計年度の主な研究テーマは次のとおりである。 

 ( 建設事業 ) 

(1) 当社 

① 高層ＲＣ、免震・制震技術の研究 

鉄筋コンクリート構造での高層建築物の設計・施工技術について、実施物件の成果も踏まえ、その適用範囲

の拡大及び効率的施工法の確立を目指し、構造解析、高強度材料及び構・工法の研究を進めている。 

なお、東京及び新潟地区において、Fc60N/㎜2までの高強度コンクリートの大臣認定を取得している。一

方、免震・制震構造の設計技術についても引き続き研究活動を行う。 

② ＣＦＴ構造の設計・施工技術の研究 

高層建築物など、高軸力かつ高曲げ耐力を求められる柱を有する構造物への対応を目的にＣＦＴ構造に関す

る設計・施工技術の研究を進めている。同構造の受注物件の施工を目指し、実大施工試験を実施する予定であ

る。 

③ プレキャスト構・工法の研究 

鉄筋コンクリート造建築物において、梁・柱等のプレキャスト化及びＷＲ－ＰＣ構造の適用拡大を進めると

ともに、高層ＲＣ実施工物件のプレキャスト部材建方における施工効率化のためのデータ収集・分析中であ

る。薄肉中空プレキャスト・コンクリート柱に関しては、共同研究各社とともに一般評定を取得済みとなって

いる。 

また、上記技術を駆使して、住宅系建築物の設計自由度の向上とスケルトン・インフィルに対応するための

研究を継続する。 

④  既存建築物の改修技術の研究 

既存建築物の耐震性向上や耐久性改善等の長寿命化及びコンバート対応できるリニューアル技術を研究し、

ストック価値を高める構・工法の開発を目指す。また、居ながら補強を目的とした外付耐震改修構法について

も設計・施工における技術開発を行う。 

⑤ 管周混合推進工法 

大中口径推進工事の長距離推進を行うための滑材注入装置及びシステムを開発し、本格的な普及活動を始め

て10年目になった。 

施工実績においても、年毎に飛躍的な伸びとなっており、１㎞を越えた元押し推進もある。平成18年12月ま

での施工実績は338件で約130㎞の施工延長となっている。 

さらに安全で確実に超長距離推進を可能とする「管周固化推進工法」の開発を行っており、超長距離推進の

ニーズに対応していくものである。 

⑥ 抜根材リサイクル緑化工法の開発研究 

建設現場から発生する抜根材(廃棄物)を破砕、炭化したものを厚層基材吹付工の下層生育基盤として用いる

法面緑化工法である。植物の発芽しない特殊な法面土壌においても緑化が可能である。 

⑦ ウッドチップ舗装 

山林区域で発生する廃棄木材を焼却・廃棄処分することなく、現地でチップ化した後に植物性バインダー材

とミキシングすることにより、舗装材としてリサイクル利用する工法で、現在まで10件で延べ4,500㎡の施工

実績となっている。 

⑧ 土壌改良材の散布による飛砂防止工法 

化学工場の副産物を飛砂防止材として散布する工法であり、定量散布装置の開発をはじめとして、省力化の

研究を進めている。施工実績として14件で64,000㎡となっている。 

⑨ デュアルシールド工法 

各種ライフラインの敷設コストの低減を図るため、推進工法とシールド工法を融合して確実・安全・早い管

路の構築法を実現した。 

現在、東京都において本工法による３件目となる工事を施工中であり、確実に施工実績を重ねているところ

である。 



⑩ ＧＡＭ工法（ガム工法） 

建物基礎部分の新しい施工法。これまで残土として使用されなかった掘削土を、そのまま再利用することで

廃棄物減少に役立て、型枠を使わず省資源につながる環境に優しい工法である。施工実績として15件で29,000

㎡となっている。 

⑪ ＭＭＢ工法（マルチ・ミキシングバケット工法） 

浅層地盤改良工事で使用する新装置、新工法を開発した。掘削ビット・噴射装置・かくはん羽根を一体化し

たことで作業効率の向上と施工費の低減を目指している。また自動計測システムを備えたことで確実な施工管

理ができる。建物の支持地盤強化以外にも、地震時液状化対策や汚染土壌の浄化、水質浄化に使える装置であ

り、本格的な営業を開始したところである。 

⑫ ｅ芝(イーシバ) 

土や舗装されたグラウンドの芝生化、また屋上やコンクリート面を緑化する新商品。 

緑化の基盤材として植物の生育促進機能があり、浄化・消臭機能を併せ持つ保水・排水ボードを開発。軽

量・薄層で、１日で施工可能な芝生化工法である。施工実績として26件で3,000㎡となっている。現在、代理

店による販売を開始している。 

⑬ 石油汚染土壌の微生物浄化技術 

石油系炭化水素によって汚染された土壌を微生物によって安価に浄化する技術を研究、開発している。石油

汚染土壌の浄化に適する微生物を抽出し、活性化する技術の研究を進めている。 

⑭ 既存処分場リニューアル 

近年、ますます 終処分場の建設が困難になってきていることから、既存処分場の延命化が求められてきて

いる。古い基準に基づいて作られた処分場を、現況調査から評価分析を行い現在の基準に適合するように整備

リニューアルする際の環境保全対策手法を確立する。 

(2) 福田道路㈱  

① 環境に配慮した舗装の開発（透水性舗装、保水性舗装、遮熱性舗装） 

都市型水害、ヒートアイランド現象など、環境負荷を低減するための技術開発に取り組んでいる。ハード的

な検討としては、透水性舗装、保水性舗装、遮熱性舗装について、室内実験、屋外実験、試験施工（追跡調

査）を行っている。 

ソフト的には、CO2排出量を用いて各工法の比較を行い、環境負荷を数値化する試みを行っている。 

② 他産業廃棄物のアスファルト舗装への利用技術（廃タイヤ） 

廃タイヤを粉砕したゴム粉をアスファルトと混練りし、改質アスファルトと同程度の性能を発揮させるため

の研究開発を産学官連携して行っている。 

平成18年度に施工した、新潟県道と国道23号（国土交通省名四国道）の箇所について、追跡調査を実施し、

両箇所とも、良好な路面性状を有していることを確認した。 

③ 騒音低減舗装（多孔質弾性舗装） 

ゴム粒を主原料とし、厚さ３cmのマット状に成形したもの（多孔質版）を道路路面に貼ると、多孔質な構造

による吸音特性と、路面とタイヤとの接触音減少によって、交通騒音がかなり低減される。この多孔質弾性舗

装の開発を14機関からなる研究会に参加し行っている。 

平成19年４月に多孔質弾性舗装をオランダにおいて施工し、騒音低減効果が７～８dBあることを確認した。

④ 特殊な施工機械を用いた舗装技術の開発と実証（遮水型排水性舗装） 

遮水型排水性舗装は、特殊なアスファルト乳剤の散布と表層の排水性舗装の施工を１台の機械で同時に行う

ものであり、排水性舗装の耐久性向上技術として期待されている。この工法は、排水性舗装の基盤となる基層

を保護し、施工時には工事区間外の路面を乳剤で汚さないので、工事による環境負荷を抑制するものである。

本工法の施工としては、中部の幹線道路、北陸の高速道路などで施工している。 

⑤  特殊な施工機械を用いた舗装技術の開発と実証（二層式低騒音舗装） 

二層式低騒音舗装は、一層に相当する厚さのなかで、異なる二つの材料を同時に敷き均し、施工する工法で

ある。全層に高機能で高価な材料を用いるのではなく、一層厚相当の上層部にだけ高価な低騒音材料を用い、

下層部に通常の材料を用いる、コスト縮減型の工法である。 

本工法は、東京都の重交通路線で施工している。騒音測定結果では、通常舗装より5dB低騒音となってお

り、高い騒音低減効果が得られている。 



⑥  矩形導水材「角ドレーン」の開発 

排水性舗装を施工した箇所には、一般的に排水効果の促進や、空隙詰まり抑制のため、円形の導水材を入れ

た20～30cm幅の導水帯が設置させる。導水帯の設置は、基層の施工とは別工程で行われるため、基層施工の場

合より人員を多く必要とし、また狭小で部分的な施工になるため、路面の平たん性を確保しにくい。  

開発した「角ドレーン」を使用すると、導水帯の設置手間が省け、基層の施工と同じ人員で施工でき、仕上

がり路面の平たん性が確保しやすくなる。  

本年度は角ドレーンのマイナーチェンジや改良を行っている。 

⑦  加熱表面処理工法の開発 

路面のクラックやわだちを、切削廃材をださずに、簡易な方法で改善させる工法を開発した。この工法で行

えば、走行部全面がフラットな路面となるため、一般車両の走行性が改善され、積雪があった場合などでも、

凹部がないので除雪しやすくなる。 

本年度中には、現道で試験施工を実施し、耐久性や施工性を検証する予定である。  

(3) ㈱興和 

① 層別沈下計 

盛土等による地盤の沈下量を地層毎に計測できる層別沈下計を開発し、特許第3702461号を取得している。 

層別沈下計は、磁歪式位置センサーを用いており、地盤と非接触型タイプであるため、計測終了後にセンサ

ーを回収することができ、リサイクル可能である。また、省電力設計になっており、12Ｖバッテリー電源で作

動し、無線や携帯電話により遠隔監視が可能である。 

現在、層別沈下計は3箇所に設置されており、順調に計測を行っている。この層別沈下計はホームページで

の宣伝効果もあり、全国から問い合わせが増えている。 

②  光分岐端局装置（光スイッチ） 

国道では光ファイバが張巡らされており、電光掲示板等の電気機器類の制御や監視に光ファイバ通信が用い

られている。この光ファイバ通信は、個々の電気機器にIPアドレスを割り当て、多数の電気機器の制御を１～

２本の光ファイバで行っている。このような方式では、電気機器を数珠つなぎに連結するため、通信経路の途

中で停電が起きるとその先の通信が不可能となる欠点があった。 

開発した光スイッチは、停電時の光ファイバ通信を可能にするため、停電した箇所の電気機器を切り離し、

光ファイバを隣のブロックに自動的に直結し、正常に稼動している電気機器の制御や監視を行うものである。

光スイッチは、国交省北陸地方整備局、東北地方整備局、中部地方整備局、大手電気メーカーに納入実績が

あり、今年も40台程度の販売を予定している。 

③ 消雪施設のインバーター可変散水システム 

消雪パイプはトータルコストが低く、消雪効果が高いことから、北陸地方に多く設置されている。しかし、

消雪パイプは地下水を汲上げることから、地盤沈下や塩水化が進行したり、井戸の枯渇が生じるといった問題

がある。このような地下水の問題に対処するために、降雪強度に合わせて地下水散水量を無段階に調節可能な

インバーター可変散水システムを開発し、地下水の節水を可能にした。このシステムにより、消雪のサービス

レベルを落とさず、約3割の節水効果と約4割の節電効果を確認している。 

平成17年度の冬期は大雪であり、消雪パイプは地下水を汲上げによる地盤沈下や井戸の枯渇といった問題が

発生している。平成18年度は、地下水の節水に向けた取り組みが行われ、インバーター可変散水システムを20

箇所程度設置した。このようなシステムは、節水・節電となる環境にやさしい技術であり、今後の消雪パイプ

の制御方法は、インバーター可変散水システムが標準になり、さらに普及していくものと考えられる。 

今年は、インバーター可変散水システムを20箇所程度設置予定している。 

④ 下水道マンホールポンプの遠隔監視制御機器 

下水道のマンホールの中には、下水をポンプアップして送水する箇所が多くある。このマンホールポンプの

故障等があると下水道の機能が損なわれ重大な問題となる。そこで、下水道流域のマンホールポンプの運転状

況や故障、マンホール内の水位を管理事務所で監視できる遠隔監視制御機器を開発した。平成17年度は、富山

県内で60箇所程度設置し、平成18年度も72箇所設置した。さらに平成19年度も九州地方で40箇所程度設置する

予定である。開発した遠隔監視制御機器は、低コストであり、今後さらに普及するものと考えられる。 

（不動産事業及びその他事業） 

 研究開発活動は特段行われていない。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（建設事業） 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

（不動産事業） 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

（その他事業） 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記事項なし。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）平成19年３月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より 

     1,565,000株増加し、100,000,000株となっている。     

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項なし。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年９月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 44,940,557 44,940,557 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 44,940,557 44,940,557 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年１月１日～  

平成19年６月30日  
－ 44,940,557 － 5,158 － 5,996 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

財団法人福田育英会 新潟市中央区一番堀通町３番地10 3,343 7.44 

福田 正 新潟市中央区 3,041 6.77 

株式会社重機リース 新潟市東区逢谷内居前454番地１ 2,632 5.86 

株式会社第四銀行 

（常任代理人 日本マスター

トラスト信託銀行株式会社） 

新潟市中央区東堀前通七番町1071番地１ 

（東京都港区浜松町２丁目11番３号） 
2,198 4.89 

福田 直美 新潟市中央区 2,158 4.80 

福田組共栄会 新潟市中央区一番堀通町３番地10 1,701 3.78 

福田石材株式会社 新潟市中央区白山浦１丁目614番地 1,367 3.04 

小沢 和子 東京都世田谷区 1,363 3.03 

福田組社員持株会 新潟市中央区一番堀通町３番地10 1,298 2.89 

福田 浩士 新潟市中央区 1,076 2.40 

計 － 20,180 44.90 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」には、㈱証券保管振替機構名義の株式が312,000株（議決権312個）含まれて

いる。 

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式613株及び㈱アドヴァンス所有の相互保有株式225株が含まれて

いる。 

②【自己株式等】 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    179,000 

（相互保有株式） 

普通株式     24,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,287,000 44,287 － 

単元未満株式 普通株式    450,557 － － 

発行済株式総数 44,940,557 － － 

総株主の議決権 － 44,287 － 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）   

㈱福田組 
新潟市中央区一番

堀通町３番地10 
179,000 － 179,000 0.40 

（相互保有株式）   

㈱アドヴァンス 
新潟市中央区南笹

口１丁目12番12号 
24,000 － 24,000 0.05 

計 － 203,000 － 203,000 0.45 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注）東京証券取引所市場第一部における 高・ 低株価を記載した。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

高（円） 488 489 474 479 460 455 

低（円） 453 445 434 444 425 436 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日

まで）及び前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成19年１

月１日から平成19年６月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

現金預金   29,729   23,756   14,767   

受取手形・完成工
事未収入金等 

※３ 
※４ 

39,741   34,395   48,706   

販売用不動産   12,401   5,971   6,509   

未成工事支出金等   18,707   16,110   17,293   

不動産事業支出金   5,990   9,077   4,253   

その他   7,329   7,988   6,847   

貸倒引当金   △757   △566   △592   

流動資産合計   113,141 69.3 96,732 66.2 97,785 66.0 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

建物・構築物 ※４ 29,578   31,566   31,647   

機械・運搬具・工
具・器具・備品 

  18,388   18,690   18,490   

土地 ※４ 19,562   19,887   19,775   

建設仮勘定   50   3   1   

減価償却累計額   △32,427   △33,346   △32,790   

有形固定資産計   35,153   36,800   37,124   

２ 無形固定資産   456   726   450   

３ 投資その他の資産               

投資有価証券   7,866   7,386   7,229   

長期貸付金   449   1,426   1,508   

繰延税金資産   2,645   1,487   1,593   

その他   4,632   3,904   3,994   

貸倒引当金   △1,139   △2,381   △1,515   

投資その他の資産
計 

  14,454   11,822   12,810   

固定資産合計   50,063 30.7 49,349 33.8 50,385 34.0 

資産合計   163,205 100 146,082 100 148,170 100 

                

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

支払手形・工事未
払金等 

※３ 45,722   41,626   37,633   

短期借入金 ※４ 30,280   24,095   27,219   

未成工事受入金等   16,409   12,080   11,955   

引当金   674   1,160   933   

その他   4,776   4,751   4,689   

流動負債合計   97,863 59.9 83,715 57.3 82,431 55.6 

Ⅱ 固定負債               

長期借入金 ※４ 5,706   4,927   5,817   

再評価に係る繰延
税金負債  

  1,971   1,968   1,970   

退職給付引当金   5,061   4,497   4,825   

負ののれん    42   －   －   

会員預託金   7,451   6,914   7,026   

その他 ※４ 2,579   2,733   2,583   

固定負債合計   22,813 14.0 21,040 14.4 22,222 15.0 

負債合計   120,676 73.9 104,755 71.7 104,654 70.6 

                

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   5,158 3.2 5,158 3.5 5,158 3.5 

２ 資本剰余金   5,997 3.7 5,996 4.1 5,996 4.0 

３ 利益剰余金   31,378 19.2 30,036 20.6 32,258 21.8 

４ 自己株式   △94 △0.1 △99 △0.1 △95 △0.1 

株主資本合計   42,440 26.0 41,092 28.1 43,317 29.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評
価差額金 

  923 0.6 803 0.6 719 0.5 

２ 土地再評価差額金   △3,113 △1.9 △2,907 △2.0 △2,904 △1.9 

評価・換算差額等合計   △2,190 △1.3 △2,103 △1.4 △2,184 △1.4 

Ⅲ 少数株主持分   2,278 1.4 2,337 1.6 2,383 1.6 

純資産合計   42,528 26.1 41,326 28.3 43,516 29.4 

負債純資産合計   163,205 100 146,082 100 148,170 100 

               



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高         

完成工事高   67,702 69,668 152,730   

不動産事業売上高   1,407 1,457 11,673   

その他事業売上高   7,602 76,712 100 7,577 78,702 100 15,936 180,340 100 

Ⅱ 売上原価         

完成工事原価 ※１ 63,021 65,940 141,411   

不動産事業原価   1,007 1,126 10,048   

その他事業原価   6,229 70,258 91.6 6,053 73,120 92.9 13,083 164,543 91.2

売上総利益         

完成工事総利益   4,680 3,727 11,318   

不動産事業総利益   399 330 1,624   

その他事業総利益   1,373 6,453 8.4 1,524 5,582 7.1 2,853 15,797 8.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   5,217 6.8 5,586 7.1   11,386 6.3

営業利益又は営業損失
（△） 

    1,236 1.6 △4 △0.0   4,410 2.5

Ⅳ 営業外収益         

受取利息   24 64 70   

受取配当金   45 51 67   

持分法による投資利益   118 38 157   

匿名組合出資持分譲渡益   － － 936   

その他営業外収益   155 344 0.4 152 306 0.4 351 1,583 0.9

Ⅴ 営業外費用         

支払利息   288 325 605   

貸倒引当金繰入額   － － 39   

その他営業外費用   135 423 0.5 116 441 0.6 345 991 0.6

経常利益又は経常損失
（△） 

    1,157 1.5 △139 △0.2   5,002 2.8

Ⅵ 特別利益         

固定資産売却益 ※３ 63 4 137   

貸倒引当金戻入額    94 101 －   

投資有価証券売却益   61 9 268   

退職給付引当金戻入額   － － 2   

その他特別利益   12 231 0.3 38 154 0.2 21 430 0.2

          

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失         

前期損益修正損    105 7 126   

固定資産売却損 ※４ 18 0 40   

固定資産除却損 ※５ 15 50 153   

課徴金納付見込額    200 44 219   

投資有価証券評価損   7 24 9   

販売用不動産評価損   － － 416   

賠償損失引当金繰入額   － － 170   

貸倒引当金繰入額   － 1,000 －   

保証債務損失引当金 
繰入額  

  － 44 －   

その他特別損失   21 367 0.5 19 1,192 1.5 118 1,252 0.7

税金等調整前中間（当
期）純利益又は税金等調
整前中間純損失（△） 

    1,021 1.3 △1,177 △1.5   4,179 2.3

法人税、住民税及び事業
税 

  458 506 991   

法人税等調整額   121 579 0.7 48 555 0.7 1,490 2,481 1.4

少数株主利益     70 0.1 88 0.1   94 0.0

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△） 

    371 0.5 △1,821 △2.3   1,603 0.9

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

    前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）    

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
5,158 5,997 31,418 △87 42,486 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △403   △403 

中間純利益     371   371 

自己株式の取得       △6 △6 

土地再評価差額金の取崩     △8   △8 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △40 △6 △46 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
5,158 5,997 31,378 △94 42,440 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
1,030 △2,068 △1,038 2,225 43,673 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △403 

中間純利益         371 

自己株式の取得         △6 

土地再評価差額金の取崩         △8 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△106 △1,044 △1,151 53 △1,098 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△106 △1,044 △1,151 53 △1,144 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
923 △3,113 △2,190 2,278 42,528 



    当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日）    

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
5,158 5,996 32,258 △95 43,317 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △402   △402 

中間純利益     △1,821   △1,821 

自己株式の取得       △4 △4 

自己株式の処分   △0   0 0 

土地再評価差額金の取崩     2   2 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ △0 △2,221 △3 △2,225 

平成19年６月30日 残高 

（百万円） 
5,158 5,996 30,036 △99 41,092 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
719 △2,904 △2,184 2,383 43,516 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △402 

中間純利益         △1,821 

自己株式の取得         △4 

自己株式の処分         0 

土地再評価差額金の取崩         2 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
84 △2 81 △45 35 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
84 △2 81 △45 △2,189 

平成19年６月30日 残高 

（百万円） 
803 △2,907 △2,103 2,337 41,326 



    前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）    

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
5,158 5,997 31,418 △87 42,486 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △403   △403 

当期純利益     1,603   1,603 

連結範囲の変更      △143   △143 

自己株式の取得       △8 △8 

自己株式の処分    △0   0 0 

土地再評価差額金の取崩     △217   △217 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ △0 839 △7 831 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
5,158 5,996 32,258 △95 43,317 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
1,030 △2,068 △1,038 2,225 43,673 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当         △403 

当期純利益         1,603 

連結範囲の変更          △143 

自己株式の取得         △8 

自己株式の処分           0 

土地再評価差額金の取崩         △217 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△311 △835 △1,146 158 △988 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△311 △835 △1,146 158 △157 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
719 △2,904 △2,184 2,383 43,516 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益又は
税金等調整前中間純
損失（△） 

  1,021 △1,177 4,179

減価償却費   784 782 1,701

負ののれん償却額   △24 △8 △46

貸倒引当金の増加額 
（△減少額） 

  △117 900 193

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

  23 50 △38

退職給付引当金の減
少額 

  △309 △328 △545

工事損失引当金の増
加額 

  24 173 98

賠償損失引当金の増
加額  

  － － 170

債務保証損失引当金
の増加額  

  － 44 －

その他引当金の増加
額（△減少額） 

  6 △5 85

受取利息及び受取配
当金 

  △70 △116 △137

支払利息   288 325 605

有価証券・投資有価
証券評価損 

  7 44 69

有価証券・投資有価
証券売却益 

  △61 △2 △268

匿名組合出資持分譲
渡益  

  － － △936

有形固定資産売却益   △45 △0 △104

持分法による投資利
益 

  △118 △38 △157

売上債権の減少額   16,210 14,270 6,856

棚卸資産の減少額 
（△増加額） 

  △6,123 △3,078 2,942

その他資産の増加額   △774 △1,436 △260

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  △4,878 3,931 △12,967

未成工事受入金の増
加額（△減少額） 

  4,307 113 △1,117

その他負債の増加額
（△減少額） 

  34 5 △1,689

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

その他   △5 39 261

小計   10,178 14,490 △1,106

利息及び配当金の受
取額 

  70 132 135

利息の支払額   △281 △318 △599

法人税等の支払額   △745 △524 △1,295

法人税等の還付額    364 － 364

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  9,585 13,778 △2,501

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △142 △290 △286

定期預金の払戻によ
る収入 

  137 223 190

有価証券の取得によ
る支出  

  － △100 －

有価証券の売却によ
る収入 

  0 0 62

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,092 △875 △2,308

有形固定資産の売却
による収入 

  89 7 535

無形固定資産の取得
による支出  

  △24 △26 △35

投資有価証券の取得
による支出 

  △259 △8 △305

投資有価証券の売却
による収入 

  179 301 396

子会社株式の取得に
よる支出 

  △112 △2 △224

子会社株式の売却に
よる収入 

  － 1 －

連結範囲の変更を伴
う子会社株式の取得
による支出  

  － △55 －

短期貸付金の純減少
額（△増加額） 

  △124 110 △21

長期貸付による支出   △101 △27 △1,142

長期貸付金の回収に
よる収入 

  9 92 27

その他投資活動によ
る支出 

  △751 △80 △1,021

その他投資活動によ
る収入 

  536 225 2,337

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,655 △505 △1,795

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増加
額（△減少額） 

  210 △2,670 △4,060

長期借入れによる収
入 

  938 1,850 5,938

長期借入金の返済に
よる支出 

  △3,150 △3,193 △6,830

少数株主の払込によ
る収入 

  － 3 －

自己株式の取得によ
る支出 

  △6 △7 △8

自己株式の売却によ
る収入 

  － 0 0

配当金の支払額   △400 △399 △401

少数株主への配当金
の支払額 

  △12 △12 △12

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,422 △4,430 △5,375

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

  5,507 8,843 △9,672

Ⅴ 現金及び現金同等物期
首残高 

  24,086 14,541 24,086

Ⅵ 連結範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物増
加額 

  － 78 127

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  29,594 23,463 14,541

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数      21社 

連結子会社名 

福田道路㈱、北日本建材リース

㈱、㈱リフレ、㈱興和、㈱レッ

クス、㈱阿賀高原開発、㈱新潟

造園土木、㈱サイドー、ジーク

ライト㈱、福田不動産㈱、福田

リニューアル㈱、新潟ロードメ

ンテナンス㈱、ピーエスシー

㈱、管周推進技建㈱、㈱相模エ

ンジ、アイギ建設㈱、神大建設

㈱、ライズペーブ㈱、ペービッ

クアイヅ㈱、ナミハヤテック

㈱、村上舗材㈱ 

  

連結子会社の数      23社 

連結子会社名 

福田道路㈱、北日本建材リース

㈱、フクダハウジング㈱、㈱興

和、㈱レックス、㈱阿賀高原開

発、㈱新潟造園土木、㈱サイド

ー、ジークライト㈱、福田不動

産㈱、福田リニューアル㈱、新

潟ロードメンテナンス㈱、ピー

エスシー㈱、管周推進技建㈱、

㈱相模エンジ、アイギ建設㈱、

神大建設㈱、ライズペーブ㈱、

ペービックアイヅ㈱、ナミハヤ

テック㈱、村上舗材㈱、㈱デザ

イン工房、㈱湯巡り万華郷 

なお、㈱湯巡り万華郷は、株式

の追加取得に伴い子会社となっ

たため、当中間連結会計期間か

ら連結の範囲に含めることとし

た。  

連結子会社の数      22社 

連結子会社名 

福田道路㈱、北日本建材リース

㈱、㈱リフレ、㈱興和、㈱レッ

クス、㈱阿賀高原開発、㈱新潟

造園土木、㈱サイドー、ジーク

ライト㈱、福田不動産㈱、福田

リニューアル㈱、新潟ロードメ

ンテナンス㈱、ピーエスシー

㈱、管周推進技建㈱、㈱相模エ

ンジ、アイギ建設㈱、神大建設

㈱、ライズペーブ㈱、ペービッ

クアイヅ㈱、ナミハヤテック

㈱、村上舗材㈱、㈱デザイン工

房 

なお、㈱デザイン工房は、重要

性が増加したこと及び企業集団

の状況の開示をより充実するた

め、当連結会計年度から連結の

範囲に含めることとした。  

  主要な非連結子会社名は次の通

り。 

ジオテクサービス㈱ 

非連結子会社はいずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ない。 

主要な非連結子会社名は次の通

り。 

ジオテクサービス㈱ 

非連結子会社はいずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ない。 

主要な非連結子会社名は次の通

り。 

  ジオテクサービス㈱  

非連結子会社はいずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

い。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用した関連会社 ４社 

持分法適用の主要な関連会社名 

㈱アドヴァンス 

創伸建設㈱ 

持分法を適用した関連会社 ４社 

持分法適用の主要な関連会社名 

㈱アドヴァンス 

創伸建設㈱ 

持分法を適用した関連会社 ４社 

持分法適用の主要な関連会社名 

㈱アドヴァンス  

創伸建設㈱  

  持分法非適用の主要な非連結子会

社名 

ジオテクサービス㈱ 

持分法非適用の主要な非連結子会

社名 

ジオテクサービス㈱ 

持分法非適用の主要な非連結子会

社名 

ジオテクサービス㈱ 

  持分法非適用の主要な関連会社名 

新潟舗材㈱ 

持分法非適用会社は、それぞれ

中間純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外して

いる。 

持分法非適用の主要な関連会社名 

新潟舗材㈱ 

持分法非適用会社は、それぞれ

中間純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外して

いる。 

持分法非適用の主要な関連会社名 

新潟舗材㈱  

持分法非適用会社は、それぞれ

連結純損益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外し

ている。  

３ 連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、すべ

て中間連結財務諸表提出会社と同

じである。 

連結子会社である㈱湯巡り万華郷

の中間決算日は2月28日である。

中間連結財務諸表作成に当たって

は中間連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用し

ている。 

上記以外の連結子会社の中間決算

日は、すべて中間連結財務諸表提

出会社と同じである。 

連結子会社の事業年度は、すべて

連結財務諸表提出会社と同じであ

る。 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  デリバティブ   

時価法   

デリバティブ   

同左 

デリバティブ  

同左  

  たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

  未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

未成工事支出金 

同左 

  不動産事業支出金 

個別法による原価法 

不動産事業支出金 

同左 

不動産事業支出金 

同左 

  その他棚卸資産 

貯蔵品…先入先出法による原

価法 

その他棚卸資産 

貯蔵品…先入先出法による原 

価法。ただし一部の 

連結子会社は最終仕 

入原価法。 

その他棚卸資産 

貯蔵品…先入先出法による原 

    価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）によっている。また、一

部の連結子会社は、定額法、生

産高比例法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってい

る。 

有形固定資産 

①平成19年3月31日以前に取得し

たもの 

旧定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については旧定額

法）によっている。また、一部の

連結子会社は、旧定額法、生産高

比例法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

②平成19年4月1日以降に取得した

もの 

定率法（ただし、建物（建物附属

設備を除く）については定額法）

によっている。また、一部の連結

子会社は、定額法、生産高比例法

によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。   

有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法）

によっている。また、一部の連結

子会社は、定額法、生産高比例に

よっている。 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

  無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法。 

無形固定資産 

          同左 

無形固定資産 

      同左  

           

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

中間連結財務諸表提出会社及び

連結子会社のうち３社は、従業

員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上してい

る。 

賞与引当金 

中間連結財務諸表提出会社及び

連結子会社のうち４社は、従業

員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上してい

る。  

賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結

子会社のうち３社は、従業員の

賞与支給に備えるため、支給見

込額に基づき計上している。 

  修繕引当金 

中間連結財務諸表提出会社は、

船舶の定期整備に充てるため、

定期整備にかかる費用を修繕実

績に応じて計上している。 

修繕引当金 

同左 

修繕引当金 

連結財務諸表提出会社は、船舶

の定期整備に充てるため、定期

整備にかかる費用を修繕実績に

応じて計上している。 

  完成工事補償引当金 

完成工事の瑕疵担保等の費用に

充てるため、当中間連結会計期

間末に至る一年間の完成工事高

に対する将来の見積補償額に基

づき計上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

完成工事の瑕疵担保等の費用に

充てるため、当連結会計年度の

完成工事高に対する将来の見積

補償額に基づき計上している。 

  工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備

えるため、損失発生の可能性が

高く、かつ、その損失見込額を

合理的に見積もることができる

工事について、当該損失見込額

を計上している。 

工事損失引当金 

同左 

工事損失引当金 

同左 

  ───── 賠償損失引当金 

工事入札に係る違反の結果、当

該工事発注者からの損害賠償請

求に備えるため、合理的な基準

に基づき見積もることが可能な

金額を計上している。  

賠償損失引当金  

同左  

  ───── 保証債務損失引当金 

代位弁済に伴う損失の発生に備

えるため、保証先の財政状態と

担保物件の状況を勘案して計上

している。  

───── 

  

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間

末に発生していると認められる

額を計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定

額法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしてい

る。  

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定

額法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしてい

る。 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法  

①ヘッジ会計の方法   

  繰延ヘッジ処理によっている。 

 また金利スワップ取引について 

 は特例処理によっている。  

②ヘッジ手段とヘッジ対象  

  ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

  変動金利の借入金 

③ヘッジ方針  

 借入金の金利変動リスクを回避 

 する目的で金利スワップ取引を 

 行っており、ヘッジ対象の識別 

 は個別契約毎に行っている。  

④ヘッジ有効性評価の方法  

 金利スワップの特例処理の要件 

 を満たしていることをもって有 

 効性の判定に代えている。  

同左 同左  

(6）その他（中間）連結財

務諸表作成のための基

本となる事項 

完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は工事完成基

準によっているが、中間連結財

務諸表提出会社及び連結子会社

受注の長期大型工事（工期が１

年以上、かつ請負金額３億円以

上）については工事進行基準に

よっている。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は、24,281百万円であ

る。 

完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は工事完成基

準によっているが、中間連結財

務諸表提出会社及び連結子会社

受注の長期大型工事（工期が１

年以上、かつ請負金額３億円以

上）については工事進行基準に

よっている。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は、17,849百万円であ

る。 

完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は工事完成基

準によっているが、連結財務諸

表提出会社及び連結子会社受注

の長期大型工事（工期が１年以

上、かつ請負金額３億円以上）

については工事進行基準によっ

ている。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は、45,543百万円であ

る。 

  消費税等に相当する額の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式に

よっている。 

消費税等に相当する額の会計処理 

同左 

消費税等に相当する額の会計処理 

同左 

  連結納税 

連結子会社の㈱阿賀高原開発と

ジークライト㈱は連結納税を採

用している。 

連結納税 

同左 

連結納税 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなる。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなる。 



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）   

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）が会社法施行日（平成18年

５月１日）以後終了する中間連結会

計期間に係る中間連結財務諸表から

適用されることに伴い、当中間連結

会計期間より同会計基準及び同適用

指針を適用している。   

従来の資本の部の合計に相当する金

額は40,249百万円である。   

なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成している。   

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）が会社法施行日（平成18年

５月１日）以後終了する連結会計年

度から適用されることに伴い、当連

結会計年度より同会計基準及び同適

用指針を適用している。  

従来の資本の部の合計に相当する金

額は41,132百万円である。   

なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成している。   

───── （有形固定資産の減価償却の方法）  

当中間連結会計期間から、法人税法

の改正（（所得税法等の一部を改正

する法律 平成19年３月30日 法律

第６号）及び（法人税法施行令の一

部を改正する政令 平成19年３月30

日 政令第83号））に伴い、平成19

年４月１日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更している。  

これによる損益に与える影響は軽微

である。   

─────  



（表示方法の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

（中間連結損益計算書）  

 前中間連結会計期間において特別損失の「その他」に含

めていた「前期損益修正損」は、金額的重要性が増したた

め、区分掲記することとした。なお、前中間連結会計期間

の「前期損益修正損」は１百万円である。   

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年12月31日） 

 １ 偶発債務  １ 偶発債務  １ 偶発債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に

対して保証を行っている。 

下記の会社の金融機関からの借入金等

に対して保証を行っている。 

下記の会社の金融機関からの借入金等

に対して保証を行っている。 

  百万円

新潟食品リサイクルセ

ンター㈱ 
670 

新潟万代島ビルディン

グ㈱ 
 423 

医療法人桑名恵風会 297 

新潟国際コンベンショ

ンホテル㈱ 
249 

㈱カイハツ 
(1,019) 

173  

㈱環境シーエスワン  30 

タイフクダコーポレー

ションリミテッド 
 15 

㈱サンバーストにいが

た 
 1 

計 1,861 

  百万円

㈲浦安温泉物語    2,887 

ＦＫ商事㈱    1,247 

新潟食品リサイクルセ

ンター㈱ 
   606 

新潟万代島ビルディン

グ㈱ 
 416 

新潟国際コンベンショ

ンホテル㈱  
249 

医療法人桑名恵風会  235 

㈱カイハツ 
(984) 

 167 

㈱環境シーエスワン  30 

タイフクダコーポレー

ションリミテッド 
 19 

㈱サンバーストにいが

た 
 1 

計 5,862 

  百万円

新潟食品リサイクルセ

ンター㈱ 
670 

新潟万代島ビルディン

グ㈱  
 423 

ＦＫ商事㈱  296 

医療法人桑名恵風会  266 

新潟国際コンベンショ

ンホテル㈱ 
 249 

 ㈱カイハツ 
 (997) 

 169 

その他   48 

計 2,124 

なお、㈱カイハツの（ ）内には、共

同保証総額を記載している。 

なお、㈱カイハツの（ ）内には、共

同保証総額を記載している。 

なお、㈱カイハツの（ ）内には、共

同保証総額を記載している。 

分譲マンションに係る手付金保証 分譲マンションに係る手付金保証 分譲マンションに係る手付金保証 

１社 559百万円 ２社    676百万円 ３社    685百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高 1,253百万円  ２ 受取手形裏書譲渡高 40百万円  ２ 受取手形裏書譲渡高 1,697百万円

───── ※３ 当中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理は、手形交換日をもって決済処

理している。したがって、当中間連結

会計期間末日が金融機関の休業日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日

満期手形が残高に含まれている。 

※３ 当連結会計年度末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済処理し

ている。したがって、当連結会計年度

末日が金融機関の休業日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が

残高に含まれている。 

     受取手形 460百万円 

 支払手形 10百万円 

 受取手形裏書譲渡高 9百万円 

受取手形    186百万円

支払手形   113百万円

※４ このうち下記の資産は、長期借入金

1,640百万円及び短期借入金5,799百万

円及びその他固定負債616百万円の担

保に供している。 

※４ このうち下記の資産は、長期借入金 

883百万円及び短期借入金3,435百万円

及び固定負債の「その他」599百万円

の担保に供している。 

※４ このうち下記の資産は、長期借入金 

1,623百万円及び短期借入金4,839百万

円及び固定負債の「その他」599百万

円の担保に供している。 

建物・構築物 1,016百万円

土地 4,392 

計 5,409 

受取手形  641百万円

建物 811 

土地           4,205 

計 5,658 

受取手形      702百万円

建物  839 

土地 4,214 

計 5,755 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 完成工事原価のうちには完成工事補償

引当金繰入額95百万円、修繕引当金繰

入額１百万円、工事損失引当金繰入額

24百万円を含み、完成工事原価及び未

成工事支出金等に賞与引当金繰入額

237百万円、退職給付引当金繰入額47

百万円を含んでいる。 

※１ 完成工事原価のうちには完成工事補償

引当金繰入額167百万円、修繕引当金

繰入額１百万円、工事損失引当金繰入

額469百万円を含み、完成工事原価及

び未成工事支出金等に賞与引当金繰入

額225百万円、退職給付引当金繰入額

98百万円を含んでいる。 

※１ 完成工事原価のうちには完成工事補償

引当金繰入額172百万円、修繕引当金

繰入額２百万円、工事損失引当金繰入

額296百万円を含み、完成工事原価及

び未成工事支出金等に賞与引当金繰入

額219百万円、退職給付引当金繰入額

173百万円を含んでいる。 

※２ このうち主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

※２ このうち主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

※２ このうち主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

従業員給料手当 2,195百万円 従業員給料手当 2,172百万円 従業員給料手当      4,901百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

ある。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

ある。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

ある。 

建物 54百万円

その他  8 

計 63 

車両運搬具   3百万円

その他    0 

計 4 

建物  92百万円

土地   38 

その他  6 

計 137 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

建物 10百万円

その他  8 

計 18 

車両運搬具   0百万円

その他   0 

計 0 

建物   19百万円

土地  16 

その他  4 

計 40 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

ある。 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

ある。 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

ある。 

建物 11百万円

その他 4 

計 15 

無形固定資産   34百万円

構築物 6 

その他    10 

計 50 

構築物   95百万円

建物  39 

その他  17 

計 153 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）  

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加9,920株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 (2)配当に関する事項   

 当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日）  

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加8,986株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少1,428株は、単元 

    未満株式の買増し請求による減少である。 

 (2)配当に関する事項   

 (1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項   

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 44,940,557 － － 44,940,557 

合計 44,940,557 － － 44,940,557 

自己株式        

普通株式 （注） 170,329 9,920 － 180,249 

合計 170,329 9,920 － 180,249 

  配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 403 9 平成17年12月31日 平成18年３月30日 

 (1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項   

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 44,940,557 － － 44,940,557 

合計 44,940,557 － － 44,940,557 

自己株式        

普通株式 （注） 184,168 8,986 1,428 191,726 

合計 184,168 8,986 1,428 191,726 

  配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 402 9 平成18年12月31日 平成19年３月30日 



 前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）  

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加14,909株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少1,070株は、単元 

    未満株式の買増し請求による減少である。 

 (2)配当に関する事項   

  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 (1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項   

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 44,940,557 － － 44,940,557 

合計 44,940,557 － － 44,940,557 

自己株式        

普通株式 （注） 170,329 14,909 1,070 184,168 

合計 170,329 14,909 1,070 184,168 

  配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 403 9 平成17年12月31日 平成18年３月30日 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 402 利益剰余金  9 平成18年12月31日 平成19年３月30日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

  間連結貸借対照表に掲記されている科目 

  の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

  間連結貸借対照表に掲記されている科目 

  の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸 

  借対照表に掲記されている科目の金額と 

  の関係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 29,729百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
△155百万円

有価証券勘定に含まれるMM

F 
20百万円

現金及び現金同等物 29,594百万円

現金及び預金勘定 23,756百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
△313百万円

有価証券勘定に含まれるMM

F 
  20百万円

現金及び現金同等物 23,463百万円

現金及び預金勘定 14,767百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
△246百万円

有価証券勘定に含まれるMM

F 
20百万円

現金及び現金同等物 14,541百万円

２      ───── ２           ───── ２ 重要な非資金取引  

  当連結会計年度において福田道路㈱は、 

  土地の現物出資により㈱デザイン工房 

  の株式210百万円を取得している。  



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械・運搬
具 

485 231 254 

工具器具・
備品 

384 201 182 

その他 168 81 86 

合計 1,038 514 523 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械・運搬
具 

364 210 154

工具器具・
備品 

330 177 152

その他 144 82 62

合計 839 469 370

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械・運搬
具 

356 179 177

工具器具・
備品 

367 173 194

その他 154 74 79

合計 877 426 450

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため支払利

子込み法により算定している。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため支払利子込み法

により算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 190百万円

１年超 333 

計 523 

１年内 151百万円

１年超 218 

計 370 

１年内    167百万円

１年超 283 

計 450 

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してい

る。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 115百万円

減価償却費相当額 115 

支払リース料    88百万円

減価償却費相当額 88 

支払リース料    187百万円

減価償却費相当額 187 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（借主側） 

オペレーティングリース取引 

未経過リース料 

（借主側） 

オペレーティングリース取引 

未経過リース料 

（借主側） 

オペレーティングリース取引 

未経過リース料 

１年内 90百万円

１年超 477 

計 568 

１年内   94百万円

１年超 393 

計 488 

１年内   94百万円

１年超 436 

計 531 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間）（平成18年６月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

（当中間連結会計期間）（平成19年６月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 （注） 当中間連結会計期間において減損処理行い、24百万円評価減している。  

有価証券 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,654 3,180 1,526 

(2）債券 － － － 

(3）その他 562 603 41 

合計 2,217 3,784 1,567 

非上場株式 1,229百万円

非上場の内国債券 45百万円

非上場の外国債券 30百万円

マネー・マネージメント・ファンド 20百万円

投資事業有限責任組合出資金 50百万円

有価証券 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,590 2,862 1,272 

(2）債券 － － － 

(3）その他 558 652 94 

合計 2,148 3,515 1,366 

非上場株式 1,249百万円

非上場の内国債券 144百万円

非上場の外国債券 30百万円

マネー・マネージメント・ファンド 20百万円

投資事業有限責任組合出資金 50百万円



（前連結会計年度）（平成18年12月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 （注） 当連結会計年度において減損処理を行い、９百万円評価減している。 

有価証券 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,588 2,734 1,145 

(2）債券 － － － 

(3）その他 562 641 79 

合計 2,151 3,375 1,224 

非上場株式 1,279百万円

非上場の出資証券 50百万円

非上場の内国債券 44百万円

非上場の外国債券 30百万円

 マネー・マネージメント・ファンド 20百万円



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成18年６月30日） 

 該当事項なし。  

 なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いている。  

（当中間連結会計期間末）（平成19年６月30日） 

 該当事項なし。  

 なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いている。  

（前連結会計年度末）（平成18年12月31日） 

 該当事項なし。 

 なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いている。  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  
建設事業
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 67,702 1,407 7,602 76,712 － 76,712 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
3,051 82 1,298 4,433 (4,433) － 

計 70,754 1,489 8,901 81,145 (4,433) 76,712 

営業費用 70,076 1,308 8,203 79,587 (4,112) 75,475 

営業利益 678 181 698 1,557 (320) 1,236 

  
建設事業
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 69,668 1,457 7,577 78,702 － 78,702 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
18 54 1,608 1,682 (1,682) － 

計 69,687 1,511 9,186 80,385 (1,682) 78,702 

営業費用 70,406 1,418 8,469 80,294 (1,587) 78,706 

営業利益（又は営業損失） △719 93 716 90 (95) △4 

  
建設事業
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 152,730 11,673 15,936 180,340 － 180,340 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
3,274 162 3,873 7,310 (7,310) － 

計 156,004 11,835 19,810 187,650 (7,310) 180,340 

営業費用 153,307 11,341 18,234 182,883 (6,954) 175,929 

営業利益 2,697 494 1,575 4,766 (355) 4,410 



 （注）１ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

建設事業 ：建築・土木その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業：不動産の販売、賃貸等に関する事業 

その他事業：工事用仮設材の賃貸、建設材料の販売、ゴルフ施設関連事業、廃棄物処理業及び鉱産物の採

掘、販売等 

３ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営業費用の金額は、85百万円、70百万円及び179百万円であり、その主なものは、提出会

社本社の総務部等管理部門に係る費用である。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間か

ら、有形固定資産の減価償却の方法を変更している。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であ

る。  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、中間連結財務諸表規則様式

第二号（記載上の注意10）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、中間連結財務諸表規則様式

第二号（記載上の注意10）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

前連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二

号（記載上の注意11）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、中間連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づ

き、海外売上高の記載を省略した。 

当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、中間連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づ

き、海外売上高の記載を省略した。 

前連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海

外売上高の記載を省略した。 



（１株当たり情報） 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 899.23円 871.28円       919.04円 

１株当たり中間（当期）純利

益又は中間純損失（△） 
8.29円 △40.71円       35.83円 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 
－ － － 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在

株式が存在しないため、記載して

いない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在

株式が存在せず、かつ１株当たり

中間純損失であるため記載してい

ない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため、記載して

いない。 

  １株当たり中間純利益の算定上の

基礎 

１株当たり中間純損失の算定上の

基礎 

１株当たり当期純利益の算定上の

基礎 

  中間連結損益計算

書上の中間純利益 
371百万円

普通株式に係る中

間純利益 
371百万円

中間連結損益計算

書上の中間純損失
1,821百万円

普通株式に係る中

間純損失 
1,821百万円

連結損益計算書上

の当期純利益 
1,603百万円

普通株式に係る当

期純利益 
1,603百万円

  普通株主に帰属しない金額の主な

内訳 

普通株主に帰属しない金額の主な

内訳 

普通株主に帰属しない金額の主な

内訳 

  該当事項なし。 該当事項なし。  該当事項なし。  

  普通株式の期中平

均株式数 
44,765,104株

普通株式の期中平

均株式数 
44,752,944株

普通株式の期中平

均株式数 
44,761,480株

  また１株当たりの各数値の計算に

ついては、持分法を適用した関連

会社が保有する当社株式の株式数

のうち、当社の持分に相当する株

式数は含まれていない。 

また１株当たりの各数値の計算に

ついては、持分法を適用した関連

会社が保有する当社株式の株式数

のうち、当社の持分に相当する株

式数は含まれていない。 

また１株当たりの各数値の計算に

ついては、持分法を適用した関連

会社が保有する当社株式の株式数

のうち、当社の持分に相当する株

式数は含まれていない。 



（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

現金預金   19,469   11,850   7,370   

受取手形 ※５ 3,465   3,783   6,729   

完成工事未収入金   25,310   19,730   25,039   

販売用不動産   2,793   2,615   3,352   

未成工事支出金等   11,221   12,044   10,731   

不動産事業支出金   5,005   5,591   2,898   

繰延税金資産   319   385   354   

未収入金 ※６ 3,281   4,770   3,661   

その他   1,716   1,511   1,516   

貸倒引当金   △788   △599   △695   

流動資産合計   71,795 76.2 61,685 74.9 60,958 74.0 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

土地 ※２ 7,148   7,867   8,031   

その他 
※１ 
※２ 
※３ 

4,161   3,683   3,857   

有形固定資産計   11,309   11,550   11,888   

２ 無形固定資産   51   41   46   

３ 投資その他の資産               

長期貸付金   7,957   8,982   8,795   

長期未収入金   3,320   3,612   3,612   

繰延税金資産   1,063   －   －   

その他   7,753   6,763   6,373   

貸倒引当金   △9,046   △10,255   △9,344   

投資その他の資産
計 

  11,048   9,103   9,436   

固定資産合計   22,409 23.8 20,694 25.1 21,371 26.0 

資産合計   94,205 100 82,379 100 82,329 100 

                

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

支払手形 ※５ 10,087   7,585   8,687   

工事未払金   22,219   19,644   14,746   

短期借入金 ※２ 19,282   16,532   17,544   

未払法人税等   203   67   102   

未成工事受入金   11,813   8,643   7,545   

不動産事業受入金   25   1,016   1,013   

賞与引当金   253   245   219   

その他の引当金   214   706   525   

その他 ※６ 2,349   1,765   2,045   

流動負債合計   66,449 70.6 56,207 68.3 52,430 63.7 

Ⅱ 固定負債               

長期借入金   2,750   4,061   5,127   

繰延税金負債    －   209   67   

再評価に係る繰延
税金負債 

  1,211   1,208   1,211   

退職給付引当金   2,890   2,518   2,752   

その他   152   99   127   

固定負債合計   7,004 7.4 8,096 9.8 9,285 11.3 

負債合計   73,454 78.0 64,304 78.1 61,715 75.0 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   5,158 5.5 5,158 6.2 5,158 6.2 

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金   5,996   5,996   5,996  

(2）その他資本剰余
金 

  0   0   0  

資本剰余金合計   5,997 6.3 5,996 7.3 5,996 7.3 

３ 利益剰余金           

(1）利益準備金   1,044   1,044   1,044  

(2）その他利益剰余
金 

             

固定資産圧縮 
積立金 

  18   17   18  

別途積立金   8,410   8,410   8,410  

繰越利益剰余金   1,152   △1,573   1,008  

利益剰余金合計   10,625 11.3 7,898 9.6 10,480 12.7 

４ 自己株式   △93 △0.1 △98 △0.1 △95 △0.1 

株主資本合計   21,687 23.0 18,954 23.0 21,540 26.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評
価差額金 

  693 0.7 542 0.6 492 0.6 

２ 土地再評価差額金   △1,629 △1.7 △1,421 △1.7 △1,419 △1.7 

評価・換算差額等合
計 

  △936 △1.0 △879 △1.1 △926 △1.1 

純資産合計   20,750 22.0 18,075 21.9 20,614 25.0 

負債純資産合計   94,205 100 82,379 100 82,329 100 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高               

完成工事高   46,666   40,687   101,573   

不動産事業売上高   438   545   2,735   

売上高計   47,104 100 41,232 100 104,309 100 

Ⅱ 売上原価               

完成工事原価   43,982   39,462   95,261   

不動産事業売上原
価 

  349   414   2,536   

売上原価計   44,331 94.1 39,877 96.7 97,797 93.8 

売上総利益               

完成工事総利益   2,684   1,224   6,311   

不動産事業総利益   88   130   199   

売上総利益計   2,773 5.9 1,355 3.3 6,511 6.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  2,188 4.6 2,308 5.6 4,696 4.5 

営業利益又は 
営業損失（△） 

  584 1.3 △952 △2.3 1,814 1.7 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   10   47   40   

その他 ※１ 286   300   1,325   

営業外収益計   297 0.6 348 0.8 1,366 1.3 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   191   238   400   

その他 ※２ 97   98   411   

営業外費用計   289 0.6 337 0.8 811 0.7 

  経常利益又は 
 経常損失（△） 

  593 1.3 △941 △2.3 2,370 2.3 

Ⅵ 特別利益 ※３ 3 0.0 6 0.0 274 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※４ 230 0.5 1,132 2.7 1,011 1.0 

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

  366 0.8 △2,067 △5.0 1,633 1.6 

法人税、住民税及
び事業税 

  110 0.3 40 0.1 80 0.1 

法人税等調整額   63 0.1 74 0.2 1,295 1.2 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

  192 0.4 △2,182 △5.3 257 0.3 

                



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自  平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 固定資産

圧縮積立
金 

別途積立
金  

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 

残高（百万円） 
5,158 5,996 0 5,997 1,044 20 20,410 △10,629 10,844 △87 21,913 

中間会計期間中の変

動額 
                     

固定資産圧縮積立

金の取崩 
          △1   1 －   － 

別途積立金の取崩             △12,000 12,000 －   － 

剰余金の配当               △403 △403   △403 

中間純利益               192 192   192 

自己株式の取得                   △6 △6 

土地再評価差額金

の取崩  
              △8 △8   △8 

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

                      

中間会計期間中の変

動額合計（百万円） 
－ － － － － △1 △12,000 11,781 △219 △6 △225 

平成18年６月30日 

残高（百万円） 
5,158 5,996 0 5,997 1,044 18 8,410 1,152 10,625 △93 21,687 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
766 △1,638 △871 21,041 

中間会計期間中の変動額        

固定資産圧縮積立金の取崩       － 

別途積立金の取崩       － 

剰余金の配当       △403 

中間純利益       192 

自己株式の取得       △6 

土地再評価差額金の取崩   8 8 － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△73   △73 △73 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△73 8 △64 △290 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
693 △1,629 △936 20,750 



当中間会計期間（自  平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 固定資産

圧縮積立
金 

別途積立
金  

繰越利益
剰余金 

平成18年12月31日 

残高（百万円） 
5,158 5,996 0 5,996 1,044 18 8,410 1,008 10,480 △95 21,540 

中間会計期間中の変

動額 
                     

自己株式の処分     △0 △0           0 0 

固定資産圧縮積立

金の取崩  
          △0   0 －   － 

剰余金の配当               △402 △402   △402 

中間純損失               △2,182 △2,182   △2,182 

自己株式の取得                   △4 △4 

土地再評価差額金

の取崩  
              2 2   2 

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

                      

中間会計期間中の変

動額合計（百万円） 
－ － △0 △0 － △0 － △2,582 △2,582 △3 △2,586 

平成19年６月30日 

残高（百万円） 
5,158 5,996 0 5,996 1,044 17 8,410 △1,573 7,898 △98 18,954 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
492 △1,419 △926 20,614 

中間会計期間中の変動額        

自己株式の処分       0 

固定資産圧縮積立金の取崩       － 

剰余金の配当       △402 

中間純損失       △2,182 

自己株式の取得       △4 

土地再評価差額金の取崩    △2 △2 － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
50   50 50 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
50 △2 47 △2,538 

平成19年６月30日 残高 

（百万円） 
542 △1,421 △879 18,075 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自  平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 固定資産

圧縮積立
金 

別途積立
金  

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 

残高（百万円） 
5,158 5,996 0 5,997 1,044 20 20,410 △10,629 10,844 △87 21,913 

事業年度中の変動額                      

自己株式の処分     △0 △0           0 0 

固定資産圧縮積立

金の取崩 
          △1   1 －   － 

別途積立金の取崩             △12,000 12,000 －   － 

剰余金の配当               △403 △403   △403 

当期純利益               257 257   257 

自己株式の取得                   △8 △8 

土地再評価差額金

の取崩 
              △219 △219   △219 

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

                      

事業年度中の変動額

合計（百万円） 
－ － △0 △0 － △1 △12,000 11,637 △364 △7 △372 

平成18年12月31日 

残高（百万円） 
5,158 5,996 0 5,996 1,044 18 8,410 1,008 10,480 △95 21,540 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
766 △1,638 △871 21,041 

事業年度中の変動額        

自己株式の処分       0 

固定資産圧縮積立金の取崩       － 

別途積立金の取崩       － 

剰余金の配当       △403 

当期純利益       257 

自己株式の取得       △8 

土地再評価差額金の取崩   219 219 － 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△273   △273 △273 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△273 219 △54 △427 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
492 △1,419 △926 20,614 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  デリバティブ  

 時価法  

デリバティブ  

同左 

デリバティブ  

同左 

  たな卸資産 

①販売用不動産 

個別法による原価法 

たな卸資産 

①販売用不動産 

同左 

たな卸資産 

①販売用不動産 

同左 

  ②未成工事支出金 

個別法による原価法 

②未成工事支出金 

同左 

②未成工事支出金 

同左 

  ③不動産事業支出金 

個別法による原価法 

③不動産事業支出金 

同左 

③不動産事業支出金 

同左 

  ④材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

④材料貯蔵品 

同左 

④材料貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってい

る。 

有形固定資産 

①平成19年３月31日以前に取得し

たもの  

旧定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

旧定額法）によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってい

る。 

②平成19年４月１日以降に取得し

たもの  

定率法（ただし、建物（建物附

属設備を除く）については定額

法）によっている。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっている。 

有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってい

る。 

  無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっている。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ている。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

  修繕引当金 

船舶の定期修繕に充てるための

もので、定期整備にかかる費用

を修繕実績に応じて繰入れてい

る。 

修繕引当金 

同左  

修繕引当金 

同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  完成工事補償引当金 

完成工事の瑕疵担保等の費用に

充てるためのもので当中間会計

期間末に至る一年間の完成工事

高に対する将来の見積補償額に

基づき計上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

完成工事の瑕疵担保等の費用に

充てるためのもので当期の完成

工事高に対する将来の見積補償

額に基づき計上している。 

  工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備

えるため、損失発生の可能性が

高く、かつ、その損失見込額を

合理的に見積もることができる

工事について、当該損失見込額

を計上している。 

工事損失引当金 

同左  

工事損失引当金 

同左  

  ───── 賠償損失引当金  

工事入札に係る違反の結果、当

該工事発注者からの損害賠償請

求に備えるため、合理的な基準

に基づき見積もることが可能な

金額を計上している。  

賠償損失引当金  

同左 

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

なお、過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（３年）に

よる定額法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしている。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

なお、過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（３年）に

よる定額法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしている。 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法  

  繰延ヘッジ処理によっている。 

 また金利スワップ取引について 

 は特例処理によっている。  

②ヘッジ手段とヘッジ対象  

  ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

  変動金利の借入金 

③ヘッジ方針  

 借入金の金利変動リスクを回避 

 する目的で金利スワップ取引を 

 行っており、ヘッジ対象の識別 

 は個別契約毎に行っている。  

④ヘッジ有効性評価の方法  

 金利スワップの特例処理の要件 

 を満たしていることをもって有 

 効性の判定に代えている。  

同左 同左  

 



  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

①完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工期が１

年以上、かつ請負金額３億円以

上の工事については工事進行基

準を、その他の工事については

工事完成基準を適用している。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は23,997百万円であ

る。 

①完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工期が１

年以上、かつ請負金額３億円以

上の工事については工事進行基

準を、その他の工事については

工事完成基準を適用している。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は16,182百万円であ

る。 

①完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工期が１

年以上、かつ請負金額３億円以

上の工事については工事進行基

準を、その他の工事については

工事完成基準を適用している。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は45,701百万円であ

る。 

  ②消費税等に相当する額の会計処

理 

消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式に

よっている。 

②消費税等に相当する額の会計処

理 

同左 

②消費税等に相当する額の会計処

理 

同左 



（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）が会社法施行日（平成18年

５月１日）以後終了する中間会計期

間に係る中間財務諸表から適用され

ることに伴い、当中間会計期間より

同会計基準及び同適用指針を適用し

ている。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は20,750百万円である。  

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。  

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）が会社法施行日（平成18年

５月１日）以後終了する事業年度か

ら適用されることに伴い、当事業年

度より同会計基準及び同適用指針を

適用している。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は20,614百万円である。  

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成してい

る。  

───── （有形固定資産の減価償却の方法）  

当中間会計期間から、法人税法の改

正（（所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年３月30日 

政令第83号））に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法

に変更している。  

これによる損益に与える影響は軽微

である。  

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は

8,476百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は

8,354百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は

8,347百万円である。 

※２ 下記資産は短期借入金1,585百万円の

担保に供している。 

※２ 下記資産は短期借入金1,585百万円の

担保に供している。 

※２ 下記資産は短期借入金1,585百万円の

担保に供している。 

  百万円

土地  711 

その他有形固定資産 68 

計 779 

  百万円

土地  703 

その他有形固定資産  63 

計 766 

  百万円

土地  711 

その他有形固定資産  66 

計 777 

※３ 過年度に取得した資産のうち国庫補助

金による圧縮記帳額は、建物105百万

円及び工具器具・備品12百万円であ

り、中間貸借対照表計上額はこの圧縮

記帳額を控除している。 

※３       同左 ※３ 過年度に取得した資産のうち国庫補助

金による圧縮記帳額は、建物105百万円

及び工具器具・備品12百万円であり、

貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を

控除している。 

 ４ 下記の会社の金融機関からの借入金等

について保証を行っている。 

 ４ 下記の会社の金融機関からの借入金等

について保証を行っている。 

 ４ 下記の会社の金融機関からの借入金等

について保証を行っている。 

  百万円

福田不動産㈱  933 

新潟万代島ビルディン

グ㈱ 
 423 

医療法人桑名恵風会  297 

新潟国際コンベンショ

ンホテル㈱ 
 249 

㈱阿賀高原開発  176 

㈱カイハツ 
 (1,019) 

173  

その他  47 

計 2,301 

  百万円

ＦＫ商事㈱  439 

新潟万代島ビルディン

グ㈱ 
 416 

新潟国際コンベンショ

ンホテル㈱ 
 249 

医療法人桑名恵風会  235 

福田不動産㈱  225 

㈱カイハツ 
(984) 

 167 

㈱阿賀高原開発  149 

その他  50 

計 1,935 

  百万円

福田不動産㈱       629 

新潟万代島ビルディ

ング㈱ 
 423 

医療法人桑名恵風会  266 

新潟国際コンベンシ

ョンホテル㈱ 
 249 

㈱阿賀高原開発  176 

㈱カイハツ 
(997) 

169 

その他  66 

計 1,982 

なお、㈱カイハツの（ ）内には、共

同保証総額を記載している。 

なお、㈱カイハツの（ ）内には、共

同保証総額を記載している。 

なお、㈱カイハツの（ ）内には、共

同保証総額を記載している。 

分譲マンション手付金保証 分譲マンション手付金保証 分譲マンション手付金保証 

１社 559百万円 ２社    676百万円 ３社    685百万円

上記のほかに㈱阿賀高原開発の事業に

係る提携ゴルフローンに対して保証予

約を行っている。 

上記のほかに㈱阿賀高原開発の事業に

係る提携ゴルフローンに対して保証予

約を行っている。 

上記のほかに㈱阿賀高原開発の事業に

係る提携ゴルフローンに対して保証予

約を行っている。 

371百万円    289百万円    323百万円 

  ㈱湯巡り万華郷（連結子会社）が温浴

施設賃借料の支払ができない場合に、

その必要額を当該子会社に出資又は融

資を行う旨、他のスポンサーと連帯し

て約定している。  

  

───── ※５ 決算期末日満期手形の会計処理は手形

交換日をもって決済処理している。し

たがって、当中間期末日が金融機関の

休業日であったため、次の中間期末日

満期手形が中間期末残高に含まれてい

る  

※５ 決算期末日満期手形の会計処理は手形

交換日をもって決済処理している。し

たがって、当期末日が金融機関の休業

日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれている。 

  受取手形 

支払手形 

338百万円

 10百万円

受取手形 98百万円

支払手形  30百万円

※６ 立替消費税等と預り消費税等は相殺し

てその他流動負債に含めて表示してい

る。 

※６ 立替消費税等と預り消費税等は相殺し

て未収入金に含めて表示している。 

───── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ その他営業外収益のうち重要なもの ※１ その他営業外収益のうち重要なもの ※１ その他営業外収益のうち重要なもの 

受取配当金 245百万円 受取配当金    260百万円 受取配当金    254百万円

匿名組合出資持分 

譲渡益  
936百万円

───── ───── ※２ その他営業外費用のうち重要なもの 

    貸倒引当金繰入額     192百万円

───── ───── ※３ 特別利益のうち重要なもの 

    投資有価証券売却益 206百万円

※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの 

課徴金納付見込額 200百万円 貸倒引当金繰入額    1,000百万円

関係会社株式評価損 69百万円

課徴金納付見込額  44百万円

販売用不動産評価損      381百万円

課徴金納付見込額      219百万円

賠償損失引当金繰入

額 
  170百万円

固定資産除却損  104百万円

関係会社株式評価損   99百万円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 154百万円

無形固定資産 7百万円

有形固定資産    140百万円

無形固定資産  7百万円

有形固定資産    298百万円

無形固定資産  14百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）  

  

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加9,920株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日）  

  

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加8,986株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少1,428株は、単元 

   未満株式の買増し請求による減少である。 

 前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）  

  

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加14,909株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少1,070株は、単 

     元未満株式の買増し請求による減少である。 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 158,216 9,920 － 168,136 

合計 158,216 9,920 － 168,136 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 172,055 8,986 1,428 179,613 

合計 172,055 8,986 1,428 179,613 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 （注） 158,216 14,909 1,070 172,055 

合計 158,216 14,909 1,070 172,055 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具・
備品 

175 89 86 

その他 99 35 64 

合計 275 124 150 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

車両運搬具 22 4 18

工具器具・
備品  

124 84 39

その他 82 42 40

合計 229 131 98

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

車両運搬具 17 2 15

工具器具・
備品 

168 97 70

その他 81 38 42

合計 267 138 128

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 51百万円

１年超 99 

計 150 

１年内   37百万円

１年超 60 

計 98 

１年内   47百万円

１年超 80 

計 128 

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してい

る。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32百万円

支払リース料   26百万円

減価償却費相当額   26百万円

支払リース料    59百万円

減価償却費相当額    59百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成18年６月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

（当中間会計期間末）（平成19年６月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

（前事業年度末）（平成18年12月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

（１株当たり情報） 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 463.48円       403.82円       460.46円 

１株当たり中間(当期)純利益

又は中間純損失（△） 
4.29円     △48.75円       5.76円 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 
－ － － 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載してい

ない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在

株式が存在せず、かつ１株当たり

中間純損失であるため記載してい

ない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載してい

ない。 

  １株当たり中間純利益の算定上の

基礎 

１株当たり中間純損失の算定上の

基礎 

１株当たり当期純利益の算定上の

基礎 

  中間損益計算書上

の中間純利益 
192百万円

普通株式に係る中

間純利益 
192百万円

中間損益計算書上

の中間純損失 
   2,182百万円

普通株式に係る中

間純損失 
   2,182百万円

損益計算書上の当

期純利益 
    257百万円

普通株式に係る当

期純利益 
     257百万円

  普通株主に帰属しない金額の主な

内訳 

該当事項なし。 

普通株主に帰属しない金額の主な

内訳 

該当事項なし。 

普通株主に帰属しない金額の主な

内訳 

該当事項なし。 

  普通株式の期中平

均株式数 
44,777,217株

普通株式の期中平

均株式数 
44,765,057株

普通株式の期中平

均株式数 
 44,773,593株



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── ────── （会社分割） 

 当社は、平成19年２月23日開催の

取締役会において、当社の戸建住宅

事業部門のフクダハウジング事業部

を連結子会社の株式会社リフレに会

社分割して承継させるとともに、併

せて同社の商号を「フクダハウジン

グ株式会社」へ変更することを決議

したものである。 

    １．会社分割の目的  

 承継会社である株式会社リフレの

リフォーム事業と分割対象のフクダ

ハウジング事業部の住宅事業は、相

互に補完する関係にあり、この会社

分割により、グループにおける戸建

住宅事業を集中して、当事業の発

展・成長と経営効率の飛躍的な向上

を図ることを目的としている。  

 また、この会社分割により、意思

決定の迅速化を図り、機動的な市場

開拓や商品開発を進め、併せてＦＰ

Ｓ（フクダ・プロダクション・シス

テム）の発展的継続により原価低減

を追及し、市場に価値あるサービス

を提供することによって、顧客満足

の向上に努める。  

    ２．会社分割の要旨  

(1) 分割の方式  

①分割の方式  

 当社を吸収分割会社とし、株式会

社リフレを吸収分割承継会社とする

分社型吸収分割（簡易分割）。  

②当分割方式を採用した理由  

 他方式に比べて事業承継が容易に

できることから、当分割方式を採

用。  

    (2) 分割の日程  

分割契約書承認取締役会  

  平成19年２月23日  

分割契約書調印  

  平成19年２月23日  

効力発生日  

  平成19年４月１日(予定)  

分割登記  

 平成19年４月２日(予定)  

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

    (3) 株式の割当  

  承継会社は、当社の完全子会社であ

るため、この会社分割に際して普通株

式１株を新たに発行し、当社へ割当交

付する。  

    (4) 承継会社が承継する権利義務  

 分割の効力発生日におけるフクダハ

ウジング事業部に係る資産・負債及び

当部門に関連する契約上の権利・義務

（一部を除く）、並びにこれに関連し

て保有している許認可等のうち、法令

上承継可能なもの。  

    (5) 債務履行の見込み  

 当社及び承継会社において、分割の

効力発生日以降の債務履行の確実性に

は問題がないと判断している。  

    ３．分割当事者の概要(平成18年12月

31日現在)  

商号 
株式会社福田

組(分割会社) 

株式会社リフ

レ(承継会社) 

①事業

内容 

建設工事の請

負・企画・設

計・監理、不

動産の売買・

賃貸・仲介・

管理、住宅の

建設・販売及

び土地の造

成・販売など  

土木建築工事

の設計・施

工・請負、建

築物及び施設

の維持管理・

運営の請負及

び代行、不動

産の売買・仲

介・賃貸など 

②設立

年月日 

昭和2年12月29

日 

昭和47年6月10

日 

③本店

所在地 

新潟市一番堀

通町3番地10 

新潟市川岸町

三丁目17番地

22 

④代表

者 
福田 勝之 高橋 輝雄  

⑤資本

金 
5,158百万円 24百万円  

⑥発行

済株式

総数 

44,940,557株  48,000株 

⑦純資

産 

単体 20,614百

万円 

連結 43,516百

万円 

単体408百万円

⑧総資

産 

単体 82,329百

万円 

連結148,170百

万円 

単体551百万円

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

   

商号 
株式会社福田

組(分割会社) 

株式会社リフ

レ(承継会社) 

⑨決算

期 
12月31日 12月31日 

⑩従業

員数 

単体1,154人 

連結2,477人 
 単体  19人  

⑪主要

取引先 

(販売)新潟

県、国土交通

省、イオン㈱

など 

(仕入)㈱ユア

テック、ダイ

ダン㈱、野原

産業㈱など 

 (販売)㈱福田

組、プレステ

ージ青山管理

組合など 

(仕入)㈱廣川

組、㈱山市な

ど  

⑫大株

主及び

持株比

率 

(財)福田育英

会7.5% 

福田 正6.8% 

㈱重機リース

5.9% 

㈱第四銀行

4.9% 

福田直美4.8% 

㈱福田組

100.0% 

⑬主要

取引銀

行 

第四銀行、み

ずほ銀行、三

菱東京ＵＦＪ

銀行、北越銀

行、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行、

三井住友銀行 

第四銀行   

⑭当事

会社の

関係 

資本関係…承継会社は分割会

社の100%子会社である。 

人的関係…分割会社の取締役

及び従業員が承継会社の取締

役(2名)及び監査役(1名)を兼

務している。また、分割会社

から承継会社に従業員が出向

している。 

取引関係…承継会社は分割会

社から工事を請負っている。

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

    ４．分割する事業部門の内容 

(1) 事業の概況 

①戸建住宅の建設及び販売 

②宅地の販売 

③賃貸集合住宅マネジメント 

(2) 事業部門の平成18年12月期にお

ける経営成績 

通期売上高…1,419百万円 

(3) 事業部門の資産、負債の項目及

び金額(平成18年12月31日現在での試

算） 

流動資産…920百万円 

流動負債… 80百万円 

固定資産…274百万円 

固定負債…557百万円 

５．会計処理の概要 

企業結合会計基準上、共通支配下の

取引に該当するため「企業結合会計

基準及び事業分離会計基準に関する

適用指針226項」に基づき処理。な

お、本件分割による「のれん」の発

生は見込まれていない。 

６．分割後の当社の状況 

(1) 商号、事業内容、本店所在地、

代表者、資本金、決算期 

いずれも本件分割による変更はな

い。 

(2) 総資産の減少額 

本件分割による総資産の減少は約637

百万円余を見込んでいる（４(3)参

照）。 

(3) 業績に与える影響 

承継会社は当社の１００％連結子会

社であるため、この会社分割により

連結業績に与える影響はない。 

また、単体業績に与える影響は軽微

である。 

７．承継会社の商号変更 

承継会社は、この会社分割にあわせ

て、商号と本店所在地を以下のよう

に変更する。 

(1)新商号 

フクダハウジング株式会社 

(2)新本店所在地 

新潟市関新三丁目2番4号 

(3)変更日 

平成19年4月1日  



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1） 有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第80期） 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

平成19年３月29日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月26日

株式会社福田組    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 湯浅 英雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中島 茂喜  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 塚田 一誠  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社福田組の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成

18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社福田組及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

追記情報  

 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用し

ている。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月26日

株式会社福田組    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 湯浅 英雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中島 茂喜  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 塚田 一誠  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社福田組の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成

19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社福田組及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月26日

株式会社福田組    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 湯浅 英雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中島 茂喜  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 塚田 一誠  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社福田組の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第80期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１日から平成18

年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社福田組の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年１月１日から

平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報  

 会計処理の変更に記載のとおり、当中間会計期間から、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用してい

る。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月26日

株式会社福田組    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 湯浅 英雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中島 茂喜  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 塚田 一誠  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社福田組の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第81期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から平成19

年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社福田組の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１日から

平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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